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1. 2025年4月期第1四半期の連結業績（2024年5月1日～2024年7月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年4月期第1四半期 4,081 4.4 325 △4.5 295 △12.1 203 △9.5

2024年4月期第1四半期 3,908 6.3 341 3.2 336 6.5 224 0.8

（注）包括利益 2025年4月期第1四半期　　206百万円 （△10.8％） 2024年4月期第1四半期　　231百万円 （3.3％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2025年4月期第1四半期 31.42 ―

2024年4月期第1四半期 34.71 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年4月期第1四半期 24,899 3,871 15.5 597.13

2024年4月期 25,014 3,729 14.9 575.25

（参考）自己資本 2025年4月期第1四半期 3,860百万円 2024年4月期 3,719百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年4月期 ― 12.00 ― 10.00 22.00

2025年4月期 ―

2025年4月期（予想） 10.00 ― 10.00 20.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料P.８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有
の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料P.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更に関する注記）」を
ご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年4月期1Q 6,536,800 株 2024年4月期 6,536,800 株

② 期末自己株式数 2025年4月期1Q 71,711 株 2024年4月期 71,621 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年4月期1Q 6,465,177 株 2024年4月期1Q 6,465,742 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（義務）
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１．経営成績等の概況

(1）当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、物価上昇による景気下押し要因はあったものの、所得環境改

善を背景とした個人消費の回復や訪日外国人の増加など景気の緩やかな回復傾向がみられました。しかしながら、

中東地域の相次ぐ地政学リスクの顕在化による資源価格の高騰、中国経済停滞への懸念などから、依然として先行

き不透明な状況が続いております。

　このような経済状況の中、当社グループは、強みである販売力を活かし、携帯ショップ運営、テナントビル及び

マンションの賃貸及び管理、ゴルフ場及びゴルフ練習場の運営といった長期的に安定した収益が期待できる事業に

取り組んでおります。

　当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高40億81百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益３億25百万円（同

4.5％減）、経常利益２億95百万円（同12.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益２億３百万円（同9.5％

減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

（移動体通信関連事業）

　携帯電話業界におきましては、携帯電話等販売市場では、2019年10月施行の電気通信事業法改正による事業者間

の乗り換え円滑化の影響もあり各通信事業者間のMNP（他通信事業者からの乗り換え）競争が活況を呈しました。ス

マートフォンの高機能化に伴う価格高騰により、端末の買い替えサイクルは長期化傾向にあります。

　このような環境の中、当社は積極的な販売促進活動を実施し、MNPを含めた新規顧客の獲得に注力しました。ま

た、携帯電話の販売だけでなく、金融サービス、ポイントサービスやスマートフォンを活用した決済サービスを連

携させながら提供することにより、お客様のご利用状況やリテラシーに合わせた多様なサービスの提供に注力しま

した。

　当連結会計年度における売上高は、34億50百万円（前年同期比4.8％増）、セグメント利益は２億46百万円（同

4.9％減）となりました。

（不動産事業）

　不動産事業におきましては、品質と効率の向上を主眼に入居者様の快適な暮らしを最優先に心掛け、管理物件の

定期清掃やメンテナンスを引き続き行うことで、入居率及び定着率の向上を図って参りました。

　当連結会計年度における売上高は２億４百万円（前年同期比5.6％増）、セグメント利益は98百万円（同1.8％

増）となりました。

（リゾート事業）

　リゾート事業におきましては、大人数が集まるようなイベント企画や団体客によるコンペ企画等の復調傾向が続

きました。しかしながら、資源高騰や原材料高騰等に伴う物価上昇の影響は依然続いております。

　このような環境の中、コース改修工事におけるコースコンディションの上質化、施設内システム導入や新車の電

磁誘導カート導入等の施設・設備の更新、接客サービスの向上を実施しました。

  当連結会計年度における売上高は４億13百万円（前年同期比0.5％増）、セグメント利益は67百万円（同9.5％

増）となりました。

（その他）

　飲料水の販売やゴルフ用品の販売、太陽光発電事業、ゴルフレッスン施設「ゴルフリークス」の運営を行ってお

ります。

　(2）当四半期の財政状態の概況

　資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度における総資産は、248億99百万円となり、前連結会計年度末と比べて１億15百万円の減少と

なりました。これは、主に現金及び預金の減少によるものであります。

　負債は210億27百万円となり、前連結会計年度末と比べて２億57百万円の減少となりました。これは、主に流

動負債その他の減少によるものであります。

　純資産は、38億71百万円となり、前連結会計年度末と比べて１億42百万円の増加となり、自己資本比率15.5％

となりました。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,081,825 1,794,663

売掛金 3,061,112 2,868,832

商品及び製品 321,189 542,201

原材料及び貯蔵品 37,252 37,723

その他 176,606 154,502

流動資産合計 5,677,986 5,397,923

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,564,116 10,565,839

減価償却累計額 △3,711,730 △3,795,102

建物及び構築物（純額） 6,852,386 6,770,736

土地 11,105,321 11,105,321

リース資産 460,809 470,936

減価償却累計額 △162,654 △178,766

リース資産（純額） 298,154 292,169

建設仮勘定 208,674 450,810

その他 628,559 649,638

減価償却累計額 △570,331 △574,481

その他（純額） 58,228 75,156

有形固定資産合計 18,522,765 18,694,195

無形固定資産 150,547 150,547

投資その他の資産

投資有価証券 90,283 94,612

長期貸付金 40,405 39,248

敷金及び保証金 212,067 212,067

繰延税金資産 141,677 141,644

その他 167,843 158,756

投資その他の資産合計 652,276 646,327

固定資産合計 19,325,589 19,491,070

繰延資産

社債発行費 11,083 10,284

繰延資産合計 11,083 10,284

資産合計 25,014,659 24,899,278

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年７月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,465,512 1,389,855

短期借入金 5,900,000 5,950,000

１年内返済予定の長期借入金 1,061,416 1,063,093

１年内償還予定の社債 450,000 450,000

未払金 151,237 174,621

リース債務 79,279 79,732

未払法人税等 102,453 93,247

賞与引当金 43,295 21,342

その他 947,519 754,764

流動負債合計 10,200,713 9,976,658

固定負債

社債 675,000 635,000

長期借入金 8,543,049 8,549,637

リース債務 328,870 317,025

繰延税金負債 466,120 467,455

退職給付に係る負債 33,423 34,982

役員退職慰労引当金 127,989 127,989

資産除去債務 26,152 26,156

デリバティブ債務 21,652 18,357

その他 862,253 874,510

固定負債合計 11,084,510 11,051,113

負債合計 21,285,223 21,027,772

純資産の部

株主資本

資本金 742,099 742,099

資本剰余金 880,617 880,615

利益剰余金 2,107,320 2,245,805

自己株式 △49,671 △49,734

株主資本合計 3,680,366 3,818,786

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 38,702 41,706

その他の包括利益累計額合計 38,702 41,706

非支配株主持分 10,367 11,012

純資産合計 3,729,436 3,871,506

負債純資産合計 25,014,659 24,899,278
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年５月１日
　至　2023年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年５月１日

　至　2024年７月31日)

売上高 3,908,628 4,081,865

売上原価 2,559,370 2,873,164

売上総利益 1,349,258 1,208,701

販売費及び一般管理費 1,007,949 882,789

営業利益 341,308 325,911

営業外収益

受取利息及び配当金 627 788

デリバティブ評価益 3,640 3,295

為替差益 3,502 －

受取保険料 6,892 －

その他 4,955 7,075

営業外収益合計 19,618 11,159

営業外費用

支払利息 23,730 40,456

その他 561 828

営業外費用合計 24,292 41,285

経常利益 336,634 295,786

特別損失

ゴルフ会員権評価損 10,000 －

特別損失合計 10,000 －

税金等調整前四半期純利益 326,634 295,786

法人税等 101,749 92,004

四半期純利益 224,885 203,781

非支配株主に帰属する四半期純利益 484 645

親会社株主に帰属する四半期純利益 224,400 203,136

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年５月１日
　至　2023年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年５月１日

　至　2024年７月31日)

四半期純利益 224,885 203,781

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,867 3,004

その他の包括利益合計 6,867 3,004

四半期包括利益 231,752 206,786

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 231,267 206,140

非支配株主に係る四半期包括利益 484 645

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。 法人税等の計上区分（その

他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３ 項ただし書きに定める経過

的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28 号　2022年10月28日。以

下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な

お、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。 また、連結会社間における子会社株

式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における取扱いの見直しに関連する改正

については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。当該会計方針の変更

は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の 四半期連結財務諸表及び連結財務諸

表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連

結財務諸表への影響はありません。
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（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　　　前第１四半期連結累計期間

　　　（自  2023年５月１日

　　　　至  2023年７月31日）

　　　当第１四半期連結累計期間

　　　（自  2024年５月１日

　　　　至  2024年７月31日）

減価償却費 97,420千円 103,885千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。
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(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）

合計移動体
通信関連

事業

不動産
事業

リゾート
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 3,292,699 194,119 411,217 3,898,036 10,591 3,908,628

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 3,292,699 194,119 411,217 3,898,036 10,591 3,908,628

セグメント利益 259,803 96,641 61,493 417,938 469 418,408

　（単位：千円）

　利益 　金額

　報告セグメント計

  「その他」の区分の利益

　セグメント間取引消去

　全社費用（注）

417,938

469

－

△81,774

　四半期連結損益計算書の経常利益 336,634

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年５月１日　至　2023年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オリジナルグッズ用品の販売、飲料

水の販売、太陽光売電収入、ゴルフレッスン施設収入等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容

　（差異調整に関する事項）

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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(単位：千円)

報告セグメント
その他
（注）

合計移動体
通信関連

事業

不動産
事業

リゾート
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 3,450,414 204,924 413,473 4,068,811 13,054 4,081,865

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 3,450,414 204,924 413,473 4,068,811 13,054 4,081,865

セグメント利益 246,988 98,347 67,353 412,690 773 413,463

　（単位：千円）

　利益 　金額

　報告セグメント計

  「その他」の区分の利益

　セグメント間取引消去

　全社費用（注）

412,690

773

－

△117,677

　四半期連結損益計算書の経常利益 295,786

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年５月１日　至　2024年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オリジナルグッズ用品の販売、飲料

水の販売、太陽光売電収入、ゴルフレッスン施設収入等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容

　（差異調整に関する事項）

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年９月17日

株式会社トーシンホールディングス

取締役会　御中

有限責任中部総合監査法人

愛知県名古屋市

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鬼　頭　耕　平

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岡　　本　　淳

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社トーシンホールディングスの2024年５月１日

から2025年４月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年５月１日から2024年７月31日まで）及び第１

四半期連結累計期間（2024年５月１日から2024年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

その他の事項

　会社の2024年４月30日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2023年９月14日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2024年７月31日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め
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る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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